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（吸収分割会社）東京都中野区本町一丁目 32 番２号 

株 式 会 社 ウ ィ ル グ ル ー プ 

代表取締役社長  大  原  茂 
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株式会社ウィルオブ・ワーク 
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吸収分割に関する事後開示書面 

 

株式会社ウィルグループ（以下「吸収分割会社」といいます。）及び株式会社 ウィルオブ・ワーク

（以下「吸収分割承継会社」といいます。）は、 2023年３月 20日付で締結した吸収分割契約（以下

「本件契約」といいます。）に基づき、2023 年５月１日を効力発生日（以下「本件効力発生日」とい

います。）として、吸収分割会社の外国人特化採用支援事業に係る事業に関する権利義務を吸収分割

承継会社に承継させる吸収分割（以下「本件分割」といいます。）を行いました。 

本件分割に関し、会社法第 791 条第１項第１号及び第 801 条第３項第２号並びに会社法施行規則

第 189条に定める事項は以下のとおりです。 

 

記 

 

１．吸収分割が効力を生じた日（会社法施行規則第 189条第１号） 

  2023年５月１日 

 

２．吸収分割会社における事項（会社法施行規則第 189条第２号） 

（１）差止請求 

    本件分割は、吸収分割会社において会社法第 784条第２項に規定する簡易吸収分割に該当 

するため、該当事項はありません。 

 

 （２）反対株主の買取請求 

    本件分割は、吸収分割会社において会社法第 784 条第２項の規定に基づく簡易吸収分割に

該当するため、該当事項はありません。 

 

（３）新株予約権買取請求 

本分割は、吸収分割会社において新株予約権買取請求の対象となる新株予約権は存しない 

ため、会社法第 787条の規定による手続は実施しておりません。 



（４）債権者の異議 

    吸収分割会社は、会社法第 789条第２項及び第３項の規定に基づき、2023年３月 27日付で

官報公告及び電子公告において、その債権者に対し、本件分割に対する異議申述公告を行

いましたが、本吸収分割に異議を述べた債権者はおりませんでした。 

 

３.吸収分割承継会社における事項（会社法施行規則第 189条第３号） 

（１） 差止請求  

吸収分割承継会社は吸収分割会社の完全子会社であるため、会社法第 796条の規定に基づ 

き、本件分割の差止請求を行った株主はおりませんでした。  

 

（２）反対株主の買取請求  

   吸収分割承継会社は吸収分割会社の完全子会社であるため、会社法第797条の規定に基づき、 

株式買取請求を行った株主はおりませんでした。 

 

（３） 債権者の異議    

吸収分割承継会社は、会社法第 799条第２項及び第３項の規定に基づき、2023年３月 27日付

で官報及び日刊工業新聞において、その債権者に対し、本件分割に対する異議申述公告を行

いましたが、本吸収分割に異議を述べた債権者はおりませんでした。 

 

４.本件分割により吸収分割承継会社が吸収分割会社から承継した重要な権利義務に関する事項 

（会社法施行規則第 189条第４号） 

吸収分割承継会社は、本件効力発生日である 2023 年５月１日をもって、吸収分割会社から、

本件契約に定める外国人特化採用支援事業に係る事業に関する資産、債務、契約上の地位及

びその他の権利義務を承継しました。 

 

５.会社法第 923条の変更の登記をした日（会社法施行規則第 189条第５号）  

本吸収分割に係る吸収分割会社及び吸収分割承継会社の変更登記は、いずれも 2023年５月１

日以降速やかに申請する予定です。 

 

６. その他重要事項（会社法施行規則第 189条第６号） 

該当事項はありません。 

 

以 上 

 

 

 

 



吸収分割に関する事前開示書面

（吸収分割に係る事前備置書面）

株 式 会 社 ウ ィ ル グ ル ー プ
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別紙



2023年 3月 27日 

 

吸収分割に関する事前開示書面 

 

（吸収分割会社    会社法第 782条第１項及び会社法施行規則第 183条に定める書面） 

（吸収分割承継会社  会社法第 794条第１項及び会社法施行規則第 192条に定める書面） 

 

（吸収分割会社）東京都中野区本町一丁目 32 番２号 

株 式 会 社 ウ ィ ル グ ル ー プ 

代表取締役社長  大  原  茂 

 

（吸収分割承継会社）東 京 都 新 宿 区 新 宿 三 丁 目 １ 番 2 4 号 

株式会社ウィルオブ・ワーク 

代 表 取 締 役 社 長  告 野  崇 

 

 株式会社ウィルグループ（以下、「吸収分割会社」といいます。）および株式会社ウィルオブ・ワー

ク（以下、｢吸収分割承継会社」という。）は、2023年３月 20日付けで締結した吸収分割契約（以下、

「本吸収分割契約」という。）に基づき、2023年５月１日を効力発生日として、吸収分割会社の外国

人特化採用支援事業に関する権利義務（以下、「本件承継権利義務」といいます。）を吸収分割承継会

社に承継させる吸収分割（以下、「本件分割」といいます。）を行うこととしました。 

 本件分割に関し、会社法第 782 条第１項及び会社法施行規則第 183条並びに会社法第 794条第１ 

項及び会社法施行規則第 192条に定める事項は以下のとおりです。 

 

記 

 

１．本吸収分割契約の内容（会社法第 782条第１項及び第 794条第１項） 

  別紙１のとおりです。 

 

２．分割対価の相当性に関する事項（会社法施行規則第 183条第１号イ及び第 192条第１号） 

本件分割に際しては、吸収分割承継会社は、吸収分割会社に対して本件承継権利義務の対価と

して株式、金銭、その他の財産の交付を行いません。吸収分割承継会社は、吸収分割会社の完全

子会社であり、当該取り扱いは相当と判断しています。 

 

３．株式を吸収分割会社の株主の交付する旨の決議に関する事項（会社法施行規則第 183 条第２号

及び第 192条２号） 

  該当事項はありません。 



４．吸収分割に係る新株予約権の定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第 183条第３号及 

び第 192条第３号） 

  該当事項はありません。 

 

５．吸収分割会社および吸収分割承継会社についての事項 

 （１）最終事業年度に係る計算書類等の内容（会社法施行規則第 183条第４号イ及び同規則第 192

条第４号イ） 

    吸収分割承継会社については、別紙２の通りです。分割会社は有価証券報告書を東京証券 

取引所に提出しています。「金融商品取引法に基づく有価証券報告書等の開示書類に関する

電子開示システム（EDINET）」または分割会社の下記 Webサイトよりご覧いただけます。 

https://willgroup.co.jp/ir/library/annual_securities_report/ 

 

（２）最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等があるときは、当該臨時計

算書類等の内容（会社法施行規則第 183条第４号ロ及び第 192条４号ロ） 

     該当事項はありません。 

 

（３）最終事業年度の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に 

重要な影響を与える事象が生じたときは、その内容（会社法施行規則第 183条第５号イ） 

    吸収分割会社である当社は、2023 年３月 31 日付で当社が保有するハイブリィド株式会社

（当社連結子会社）の一部株式を、HIB パートナーズ株式会社に譲渡する予定です。また、

2023 年４月１日付で当社が保有する株式会社ボーダーリンク（当社連結子会社）の全株式

を、株式会社レアジョブ に譲渡する予定です。 
 

６．本件効力発生日後における吸収分割会社の債務及び吸収分割承継会社の債務の履行の見込みに

関する事項（会社法施行規則第 183条第６号及び第 192条第７号） 

（１）吸収分割会社の債務の履行の見込みに関する事項 

吸収分割会社の 2022 年３月 31 日現在の貸借対照表における資産の額は負債の額を十分に上

回っており、本件効力発生日以降における吸収分割会社の資産の額は、負債の額を十分に上回

る見込みです。また、本件効力発生日以降において、吸収分割会社が負担すべき債務の履行に

支障を及ぼす事象の発生は現在のところ予想されていません。上記を踏まえ、また、吸収分割

会社の収益状況及びキャッシュフロー等に鑑み、本件効力発生日以降における吸収分割会社の

債務の履行の見込みがあるものと判断しています。 

 

（２）吸収分割承継会社の債務の履行の見込みに関する事項 

吸収分割承継会社の 2022 年３月 31 日現在の貸借対照表における資産の額は負債の額を十分

に上回っており、本件効力発生日以降における吸収分割承継会社の資産の額は、負債の額を十

https://willgroup.co.jp/ir/library/annual_securities_report/


分に上回る見込みです。また、本件効力発生日以降において、吸収分割承継会社が負担すべき

債務の履行に支障を及ぼす事象の発生は現在のところ予想されていません。上記を踏まえ、ま

た、吸収分割承継会社の収益状況及びキャッシュフロー等に鑑み、本件効力発生日以降におけ

る吸収分割承継会社の債務の履行の見込みがあるものと判断しています。 

７．吸収分割契約等備置開始日後吸収分割が効力を生ずる日までの間に、上記の事項に変更が生じ

たときにおける変更後の当該事項（会社法施行規則第 183条第７号及び第 192条第８号） 

 変更がありましたら直ちに開示いたします。 

以上 



 

 

 

 

 

 

 

別紙 1 

 

 

本吸収分割契約の内容 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

























別紙２ 

 

 

ウィルオブ・ワークの最終事業年度に係る 

計算書類等の内容 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



事 業 報 告 

2021年４月１日から 

2022年３月31日まで 

 

１．企業の現況 

（１）当事業年度の事業の状況 

① 事業の経過及び成果 

当事業年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大により首都圏を中心に断続

的な緊急事態宣言等が発令されていたものの、足元では厳しい状況が緩和され、景気の持ち直し

の動きがみられます。しかしながら、海外経済の下振れリスク、エネルギー・原材料価格の上昇

や為替相場変動などに注視する必要があります。 

セールスアウトソーシング事業の通信以外の分野及びファクトリーアウトソーシング事業では

感染症拡大による影響があったものの、セールスアウトソーシング事業の通信分野、コールセン

ターアウトソーシング事業、介護ビジネス支援事業については、需要は底堅く推移しました。 

以上の結果、当事業年度の売上高は 61,699百万円（前事業年度比 33.1％増）、営業利益は 1,782

百万円（同 44.3％増）、経常利益は 1,850 百万円（同 29.5％増）、当期純利益は 1,172 百万円（同

26.4％増）となりました。 

 

事業別の状況は次のとおりです。 

（セールスアウトソーシング事業） 

セールスアウトソーシング事業については、新型コロナウイルス感染症拡大により、首都圏を

中心に断続的に緊急事態宣言等が発令されたことにより、アパレル分野、セールスプロモーショ

ン分野で影響がありました。ただし、主力の通信分野においては、５Ｇ回線に対応した端末販売の

増加による機会等により、通信分野の売上は堅調に推移しました。 

以上の結果、セールスアウトソーシング事業の売上高は 15,819 百万円（同 4.5％増）となりま

した。 

 

（コールセンターアウトソーシング事業） 

コールセンターアウトソーシング事業については、新型コロナウイルス感染症拡大の影響によ

り、非対面でのサービス需要、企業のアウトソーシング需要は堅調であり、収益性の高い金融機関

案件やインハウス案件の拡大に取り組みました。 

以上の結果、コールセンターアウトソーシング事業の売上高は 17,041 百万円（同 1.0％増）と

なりました。 

 

 



（介護ビジネス支援事業） 

介護ビジネス支援事業については、新型コロナウイルス感染症拡大に感染症拡大による介護施

設の利用者数低下等により、人材派遣の新規オーダー、人材紹介オーダーは減少したものの、人材

派遣は堅調に推移しました。また、人材紹介の拡大に向け、紹介予定派遣の拡大に取り組みまし

た。 

以上の結果、介護ビジネス支援事業の売上高は 13,677 百万円（同 3.5％増）となりました。 

 

（ファクトリーアウトソーシング事業） 

ファクトリーアウトソーシング事業については、顧客の生産調整等により、既存及び新規オーダ

ー数が減少したため、減収となりました。このような状況を受け、収益性を重視し、顧客との契約

条件の見直し、グループ会社間の合併による管理業務・拠点統合等、収益性の改善に取り組みまし

た。 

以上の結果、ファクトリーアウトソーシング事業の売上高は 13,617百万円となりました。 

 

（その他の事業） 

その他の事業におきましては、DXの急速な進展や ITをとりまく顧客ニーズの多様化により、IT

人材派遣・紹介サービスの需要が堅調に推移しました。 

以上の結果、その他の事業の売上高は 1,542百万円（同 34.6％増）となりました。 

 

事業別売上高 

事業区分 

第 25 期 

（2021年３月期） 

第 26 期 

（当事業年度） 

（2022年３月期） 

前事業年度比 

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

セールス 

アウトソーシング事業 
15,141 32.6 15,819 25.6 677 4.5 

コールセンター 

アウトソーシング事業 
16,866 36.4 17,041 27.6 175 1.0 

介護ビジネス支援事業 13,218 28.5 13,677 22.2 458 3.5 

ファクトリー 

アウトソーシング事業 
- - 13,617 22.1 13,617 - 

その他の事業 1,145 2.5 1,542 2.5 397 34.6 

合計 46,372 100.0 61,699 100.0 15,327 33.1 

 

 



② 設備投資の状況 

当事業年度において実施しました設備投資の総額は、170百万円です。 

その主なものは、新規拠点開設等（99百万円）及び自社ホームページの改修（69百万円） 

です。 

③ 資金調達の状況 

当事業年度中に、運転資金として、親会社である株式会社ウィルグループより短期借入金とし

て 38,022百万円の調達を行いました。 

その他の増資、社債発行等による資金調達は行っていません。 

 

④ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況 

該当事項はありません。 

 

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況 

該当事項はありません。 

 

⑥ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況 

2021年７月１日を効力発生日として、当社を存続会社、株式会社ウィルオブ・ファクトリーを

消滅会社とする吸収合併を行いました。 

 

（２）財産及び損益の状況 

期   別 

 

区   分 

第 23 期 

（2019年３月期） 

第 24 期 

（2020年３月期） 

第 25 期 

（2021年３月期） 

第 26 期 

（当事業年度） 

（2022年３月期） 

売  上  高 

（百万円） 
44,323 46,778 46,372 61,699 

経 常 利 益 

（百万円） 
930 1,560 1,429 1,850 

当 期 純 利 益 

（百万円） 
584 974 927 1,172 

１ 株 当 た り 当 期

純 利 益  （ 円 ）  
182,565.78 304,591.12 289,922.38 366,423.37 

総  資  産 

（百万円） 
8,207 8,010 8,101 10,452 

純  資  産 

（百万円） 
1,340 1,699 1,652 2,140 



１ 株 当 た り  

純 資 産 額 （ 円 ）  
418,815.26 531,085.91 516,381.29 668,752.52 

 

（３）重要な親会社及び子会社の状況（2022年３月 31 日現在） 

① 親会社の状況 

当社の親会社は、株式会社ウィルグループであり、同社は当社の株式 3,200 株（議決権比率

100％）を保有しています。 

 

② 重要な子会社の状況 

会社名 資本金 当社の出資比率 主要な事業内容 

株式会社スプレイジ 60 百万円 100％ 
セールスアウトソーシ

ング事業 

 

  



（４）対処すべき課題 

当社が対処すべき主な課題は以下のとおりです。 

 

① 顧客満足度の向上 

市場環境の変化に伴い、顧客ニーズは、多様化・高度化が進んでいます。その多様化したニ

ーズに対応すべく、顧客との連携を密にし、ニーズを的確に把握する体制を強化します。ま

た、高度化したニーズに対しても、専門性を高めるための組織体制、運営体制を強化すること

で、顧客企業の満足度を高め、顧客から選ばれる企業を目指します。 

 

② 人材の確保と育成 

人材の確保は当社の成長の礎であり、競争上の優位性、持続的な成長を実現するためには、

スタッフの採用と育成と定着が重要な課題です。 

スタッフの確保のための採用活動においては、2019年 10 月に当社グループの人材派遣や人

材紹介等“働く”の事業領域ブランドを「WILLOF（ウィルオブ）に統一し、グループ全体の認

知度及びサービス向上に取り組むことで、自社ホームページからの採用活動やスタッフからの

紹介による採用に重点を置くことで独自採用ルートを強固なものにすること、そして選考基準

の厳格化を図ります。 

育成、定着においては、就業先での必要なスキルマインドを取り組んだ就業前研修を更に充

実させ、就業しているスタッフに対する定期的なフォローアップを行っていくことで定着率を

高めていきます。 

 

③ 事業領域の拡大 

当社では、オペレータ、介護スタッフ、工場における作業スタッフの派遣、あるいは業務請

負を中心に事業を行うことで経営基盤の安定化を図ってきました。今後も、それぞれの分野で

のシェアを高めていくために積極的に営業活動を行います。 

 

（５）主要な事業内容（2022 年３月31日現在） 

事 業 区 分 事 業 内 容 

セールスアウトソーシング事業 
主に家電量販店等における販売業務を行うスタッフの派遣・紹介、 

業務請負、販促プロモーションサービスを行っています。 

コ ー ル セ ン タ ー 

ア ウ ト ソ ー シ ン グ 事 業 

主に、コールセンターを運営する企業、オフィス等へのスタッフ

の派遣・紹介、業務請負を行っています。 

介 護 ビ ジ ネ ス 支 援 事 業 
主に介護施設等における介護スタッフの派遣・紹介を行っていま

す。 

フ ァ ク ト リ ー 

ア ウ ト ソ ー シ ン グ 事 業 

主に工場等における軽作業を中心とした工程の業務請負、作業ス

タッフの派遣・紹介を行っています。 



そ の 他 の 事 業 エンジニア等の派遣・紹介サービス等を行っています。 

 

（６）主要な事業所（2022年３月31日現在） 

機 能 主 な 拠 点 

本 社 東京都新宿区 

支 店 札幌（札幌市）、盛岡（盛岡市）、仙台（仙台市）、郡山・郡山第二（郡

山市）、水戸（水戸市）、茨城（常総市）、宇都宮（宇都宮市）、小山

（小山市）、高崎（高崎市）、大宮（さいたま市）、熊谷（熊谷市）、

川越・川越第二（川越市）、千葉（千葉市）、柏（柏市）、西新宿（新

宿区）、北千住（足立区）、秋葉原・東京（千代田区）、池袋（豊島区）、

立川（立川市）、八王子（八王子市）、横浜（横浜市）、厚木（厚木市）、

藤沢（藤沢市）、川崎（川崎市）、新潟（新潟市）、金沢（金沢市）、

甲府（甲府市）、長野（長野市）、松本（松本市）、静岡（静岡市）、

浜松（浜松市）、名古屋・名古屋第二（名古屋市）、岡崎（岡崎市）、

三重・四日市（四日市市）、滋賀（草津市）、奈良（奈良市）、京都（京

都市）、大阪・大阪第二・大阪第三・天王寺（大阪市）、神戸（神戸市）、

西宮（西宮市）、姫路（姫路市）、岡山（岡山市）、広島（広島市）、

高松（高松市）、松山（松山市）、北九州（北九州市）、福岡（福岡市）、

長崎・長崎第二（長崎市）、熊本（熊本市）、宮崎（宮崎市）、鹿児島

（鹿児島市）、沖縄（那覇市） 

コールセンター 山形（山形市）、郡山（郡山市）、金沢（金沢市）、高知（高知市） 

 

（７）当社の使用人の状況（2022年３月31日現在） 

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数 

3,545（146）名 709名増（12名増） 34.0歳 5.33年 

（注）使用人数は就業人数であり、パート及びアルバイトは（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しています。  

 

（８）主要な借入先の状況（2022年３月31日現在） 

借入先 借入残高 

株式会社ウィルグループ 257百万円 

 

（９） その他事業の現況に関する重要な事項 

該当事項はありません。 

 

 



２． 会社の現況  

（１）株式の状況（2022年３月31日現在） 

① 発行可能株式総数 12,800株  

② 発行済株式総数 3,200 株  

③ 株主数 １名  

④ 大株主   

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率 

株 式 会 社 ウ ィ ル グ ル ー プ 3,200 株 100％ 

      （注）自己株式は保有していません。 

 

（２）会社役員の状況 

① 取締役及び監査役の状況（2022 年３月 31 日現在） 

会社における地位 氏  名 担当及び重要な兼職の状況等 

代表取締役社長 告 野   崇 

株式会社ウィルグループ 取締役 

株式会社ウィルオブ・コンストラクション 

取締役 

株式会社クリエイティブバンク 取締役 

株式会社ボーダーリンク 取締役 

株式会社スプレイジ 取締役 

取 締 役 村 上 秀 夫 
株式会社ウィルオブ・チャレンジ 代表取締

役 

取 締 役 武 田 広 伸 

株式会社ウィルグループ 執行役員 兼 グ

ローバルビジネス本部長 

株式会社シテミル 代表取締役 

取 締 役 土 肥 貞 之 - 

取 締 役 松 山 健 二 - 

取 締 役 大 原   茂 

株式会社ウィルグループ 代表取締役社長 

株式会社ウィルオブ・コンストラクション 

取締役 

フォースタートアップス株式会社 取締役 

監 査 役 澤 田 静 華 

株式会社ウィルグループ 社外監査役 

株式会社ウィルオブ・コンストラクション 

監査役 

株式会社ボーダーリンク 監査役 

フォースタートアップス株式会社 監査役 



（注）１.株式会社ウィルオブ・ワーク及び株式会社ウィルオブ・ファクトリーは、2021年７月１日を 

効力発生日として、株式会社ウィルオブ・ワークを存続会社、株式会社ウィルオブ・ファクト 

リーを消滅会社とする吸収合併を行いました。 

 ２．土肥貞之氏は、2021 年６月 17 日開催の定時株主総会において、取締役に選任され、同年７月１日

付で就任しました。 

３．松山健二氏は、2021年２月 18日開催の臨時株主総会において、取締役に選任され、同年４月 

１日付で就任しました。 

 

 ② 取締役及び監査役の報酬等 

区分 員数 報酬等の額 

取 締 役 ６ 名 111 百万円 

（うち社外取締役） （  － ） （  － ） 

監 査 役 １ 名 －  

（うち社外監査役） （  － ） （  － ） 

合 計 ７ 名 111 百万円 

（うち社外役員） （  － ） （  － ） 

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含んでいません。 

２．上記取締役の人数には無報酬の取締役１名を含んでいます。  

３．取締役の報酬限度額は、2005年６月 29日開催の第９回定時株主総会において月額 10百万円以内（た

だし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいています。 

４．監査役の報酬限度額は、2005年６月 29日開催の第９回定時株主総会において月額５百万円以 

内と決議いただいています。 

 

 

 

 

 

 

 



貸借対照表 

（2022年３月31日現在） 

（単位：百万円） 

資産の部 負債の部 

科目 金額 科目 金額 

流 動 資 産 

現金及び預金 

売掛金 

貯蔵品 

前払費用 

貸倒引当金 

その他 

固 定 資 産 

有形固定資産 

 建物及び付属設備 

構築物 

車両運搬具 

 工具、器具及び備品 

 土地 

 リース資産 

無形固定資産 

ソフトウェア 

のれん 

その他 

投資その他の資産 

破産更生債権等 

関係会社株式 

投資有価証券 

出資金 

長期前払費用 

繰延税金資産 

敷金保証金 

貸倒引当金 

8,917 

1,237 

7,510 

1 

147 

△2 

22 

1,534 

584 

316 

3 

1 

99 

152 

12 

152 

118 

33 

1 

797 

5 

60 

0 

70 

1 

393 

271 

△5 

流 動 負 債 

買掛金 

１年以内返済予定の長期借入金 

関係会社短期借入金 

リース債務 

未払金 

未払費用 

前受金 

預り金 

未払法人税等 

未払消費税等 

賞与引当金 

紹介収入返金引当金 

固 定 負 債 

長期リース債務 

株式報酬引当金 

8,264 

155 

57 

200 

2 

5,255 

636 

35 

116 

113 

971 

715 

5 

47 

9 

37 

負 債 合 計 8,312 

純資産の部 

株 主 資 本 

資本金 

資本剰余金 

 資本準備金 

その他資本剰余金 

利益剰余金 

利益準備金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

2,140 

99 

376 

126 

250 

1,665 

18 

1,647 

1,647 

純 資 産 合 計 2,140 

資産合計 10,452 負債及び純資産合計 10,452 

（注）百万円未満については、切り捨てて表示しています。 

 

 

 



損益計算書 

2021年４月１日 から 

2022年３月31日 まで 

（単位：百万円） 

科目 金額 

売上高  61,699 

売上原価  49,919 

売上総利益  11,780 

 販売費及び一般管理費  9,997 

  営業利益  1,782 

営業外収益 

 受取利息 

 受取配当金 

 助成金収入 

 その他 

 

0 

5 

71 

6 

 

 

 

 

83 

営業外費用 

 支払利息 

 その他 

 

12 

3 

 

 

15 

経常利益  1,850 

特別損失 

 事務所移転損失  

 固定資産除却損 

 

0 

21 

 

 

21 

 税引前当期純利益  1,828 

 法人税、住民税及び事業税 

 法人税等調整額 

629 

26 

 

656 

 当期純利益  1,172 

（注）百万円未満については、切り捨てて表示しています。 

  



株主資本等変動計算書 

2021年４月１日 から 

2022年３月31日 まで 

（単位：百万円） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
その他 

資本剰余金 
資本剰余
金合計 

利益準備金 

その他 
利益剰余金 利益剰余金

合計 繰越 
利益剰余金 

当期首残高 99 126 36 162 18 1,373 1,391 

当期変動額        

剰余金の配当 － － － － － △1,406 △1,406 

 企業結合による増

加 

－ － 214 214 － 507 507 

 当期純利益 － － － － － 1,172 1,172 

当期変動額合計 － － 214 214 － 273 273 

当期末残高 99 126 250 376 18 1,647 1,665 

 

 

株主資本 

純資産 
合計 

株主資本 
合計 

当期首残高 1,652 1,652 

当期変動額   

剰余金の配当 △1,406 △1,406 

企業結合による増

加 

721 721 

当期純利益 1,172 1,172 

当期変動額合計 487 487 

当期末残高 2,140 2,140 

（注）百万円未満については、切り捨てて表示しています。 

  



個別注記表 

１． 重要な会計方針 

（１） 資産の評価基準及び評価方法 

       ① 有価証券 

      市場価格のない株式等  移動平均法による原価法 

    ② 棚卸資産 

貯蔵品      最終仕入原価法 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

主な耐用年数は次のとおりです。 

建物及び付属設備   ３年～15年 

構築物        ２年～12年 

車両運搬具      ６年 

工具、器具及び備品  ２年～８年 

② 無形固定資産 

定額法  

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年間）に基づく

定額法によります。 

③ リース資産 

      リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。 

④ 長期前払費用 

      均等償却 

 

（３）引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しています。 

② 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上し

ています。 

③ 紹介収入返金引当金 

人材紹介収入返金による損失に備えるため、返金実績率により計上しています。 

④ 株式報酬引当金 



  役員向け株式交付信託による親会社株式の交付に備えるため、株式交付規定に基づき、役

員に割り当てられたポイントに応じた株式の支給見込額を計上しています。 

 

（４）収益及び費用の認識基準 

   当社は、次の５ステップアプローチに基づき、約束した商品又は役務を顧客に移転し、顧客が 

当該商品又は役務に対する支配を獲得した時に収益を認識しています。 

ステップ１：契約の識別 

ステップ２：履行義務の識別 

ステップ３：取引価格の算定 

ステップ４：履行義務への取引価格の配分 

ステップ５：履行義務の充足による収益の認識 

① 人材派遣契約 

      顧客との労働者派遣契約に基づいて顧客に派遣した、当社と雇用契約を締結した派遣スタ

ッフの派遣期間の稼働実績に応じて収益認識しています。 

② 人材請負契約 

      顧客との請負契約に基づく業務の完了が履行義務を充足する時点と判断し、業務完了時点

において収益認識しています。 

③ 人材紹介契約 

      顧客との人材紹介契約に基づき、顧客からの求人要件に該当する人材の顧客への紹介の完

了が履行義務を充足する時点と判断し、紹介の完了時点において収益認識しています。 

  なお、これらの契約に重大な金融要素は含まれていません。 

 

（５）その他計算書類作成のための基本となる事項 

① 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によります。 

② 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しています。 

 

２．株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数 

普通株式                        3,200株 

 

（２）配当に関する事項 

① 配当金支払額等 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

2021年６月17日 

定時株主総会 
普通株式 927百万円 289,900円 2021年３月31日 2021年６月18日 



2021年11月19日 

取締役会 
普通株式 478百万円 149,600円 2021年９月30日 2021年11月25日 

 

 

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

2022年６月16日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のと

おり提案しています。 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

2022年６月16日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 693百万円 216,823円 2022年３月31日 2022年６月17日 

 

３．その他の注記 

  該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



監査役の監査報告 謄本 

 

監 査 報 告 書 

 

 2021 年４月１日から 2022 年３月 31 日までの第 26 期事業年度の取締役の職務の執行に関し

て、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査の方法及びその内容 

私は、取締役及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると

ともにインターネット等を経由した手段も活用しながら、取締役会その他重要な会議に出席

し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求

め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所に関して業務及び財産の状況を調査い

たしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図

り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に

係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。 

さらに、会計帳簿及びこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算書類（貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検

討いたしました。 

 

２．監査の結果 

 (1) 事業報告等の監査結果 

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい

るものと認めます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事

実は認められません 

 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

   計算書類及びその附属明細書は、会社の財産及び損益の状況をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認めます。 

 

 

2022年５月19日 

         株式会社ウィルオブ・ワーク 

         

監査役 澤田 静華 ㊞ 

 


